
長野県内における高規格道路の整備状況

松 本 糸 魚 川 連 絡 道 路 に 対 す る 期 待！！

急ぐ車は松糸道路へ
高齢者も安心して生活道路
を走行したい。

煽り運転減少！？

中部縦貫自動車道
中部縦貫自動車道整備に伴い

奥越地域では、Ｈ25の観光客数
がＨ18に比べ51万人も増加！
観光消費額も13億円増加！

中部横断自動車道
中部横断自動車道整備に伴い佐久臼田インター

工業団地完成後、全４区画に４社が進出！(Ｒ5年2月現在)

更なる誘致拡大に寄与する期待！
また、首都圏の大消費地や流通拠点への輸送時間

が短縮し、特産品であるレタスの出荷量が、道路開
通前に比べ約1.3倍に増加！

群馬県

山梨県

静岡県

生活道路に大型車の流入が減り

安心・安全な交通環境が見込まれる。

交通事故減少！
大型車減少で、通学路も安全・安心に！

１ 命を繋ぐ
災害等非常時における信頼性の高い緊急輸送路を確保し、高次救急医療機関への速達性が向上する!

２ 産業や観光の振興
事業展開や雇用の増大、観光客の増加が期待できる!

３ 暮らしやすく魅力的なまちづくり
市の活性化を図り、人口減少の時代にあっても移住・定住の促進が期待できる!

松⽷道路は、産業振興や観光振興を⽀え、将来のまちづくりに寄与する市の⾻格を担う道路と考えています。

福井県

■高規格幹線道路網の整備体系

岐阜県



都市計画マスタープランにおける将来の都市構造

図1 将来都市構造図
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市街地エリア ⽤途指定により⾏政や商業等の都市機能が集積するエ
リア

田園エリア 優良農地の保全、⽥園と調和した集落を形成するエリ
ア

環境保全エリア 森林・山岳、河川など環境保全を図るエリア

都
市
活
動
拠
点

中心的拠点 人・もの・情報が⾏き交う都市活動の中⼼

生活拠点 地域の中心として日常生活に必要な機能を確保

歴史・文化拠点 維持・保全とともに観光活用等を図る施設

自然・観光拠点 自然環境の保全とともに観光に資する場

交流拠点 自然とのふれあいやレクリエーションを通じ、市⺠⽣
活に憩いと安らぎを与える場

骨
格
軸

広域都市連携軸 周辺都市との広域的な交流・連携等を担う

地域連携軸 地域間、拠点間を結び、交流・連携を担う

⾃然観光交流軸 中心的拠点と自然・観光拠点の交流・連携を担う

都市構造を構成する要素の考え方

※上図は、平成26年3月に改定した都市
計画マスタープランで示した松本糸魚川
連絡道路の市街地を通過するルートであ
り、当時、同計画において大町市が考え
る最適なルートとして想定したものです。

周辺市町村との
連携軸

コンパクトな
市街地の形成

拠点間を結ぶ
交通機能の強化

歩いて暮らせる
まちづくり

田園風景や
自然環境の保全

既存集落を中⼼とした
コンパクトな居住環境

図2 大町市における都市構造のイメージ

周辺都市

周辺都市

周辺都市

大町市が目指す都市構造の基本的な考え方

本市が目指す都市構造は、中心市街地や既存集
落は活かしつつ、幹線道路や公共交通の周辺にま
とまりをもって居住するコンパクトな集約型都市
構造です。
具体的には、信濃大町駅周辺を中心的拠点、そ

のほか各地区の既存集落を中⼼とした地域を⽣活
拠点として位置付け、これら地域の幹線道路や公
共交通沿いに人口誘導を図ることにより、コンパ
クトな居住環境を形成します。
そして、これら拠点内では居住や交流等の各種

機能を集積し、歩いて暮らせるような環境づくり
により快適な生活 環境を実現し、これら拠点間
は幹線道路や公共交通により連携を図り、中⼼的
拠点と周辺の生活拠点が、ともに活性化しバラン
スのとれた都市構造を目指します。
また、この都市構造の実現により、田園風景や

自然環境の保全とともに、環境負荷の小さな都市
を目指します。



大町市の現状と課題
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※総人口は年齢「不詳」を含む

推計値(現状のまま推移した場合)

急速に人口減少・
少子高齢化が進行

⼈⼝が減って⼈⼝密度が下がると・・・

⼤町市の総⼈⼝・年齢３区分別⼈⼝の動向

2015年 総人口28,041人

2040年 推計人口18,299人

約25年後 約1万人減小

出典︓下記の資料を基に作成
[1980〜2015年] 総務省統計局「国勢調査」
[2020〜2045年]国⽴社会保障･人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成30年推計）」

中心市街地において、暮
らしを支える生活サービス施
設が集積

生活サービス施設配置状況
暮らしを支える生活サービス施設(⾏政施設、医療施設、商
業施設、保育施設、学校施設、福祉施設)の徒歩圏の重なり
具合により⽣活利便性を可視化した、⽣活サービス施設徒
歩圏図を以下に示します。

中⼼市街地における⼈⼝密度分布

2015年

2040年

⼈⼝密度 小大
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用途地域内の人口・⼈⼝密度
(国勢調査︓2015年)
[人口] 13,760人
[面積] 838ha
[⼈⼝密度] 16.4人/ha

用途地域内の人口・人口密度
(社人研推計準拠：2040年)
[人口] 9,069人
[面積] 838ha
[人口密度] 10.8人/ha
出典：社人研

現在と同等の生活サービス水準を維持するためには・・・

◎人口密度の維持⇒転出に歯止めをかけ、移住、定住を促進

◎生活サービス施設の維持
⇒物流のための円滑な交通の確保と利用者数の維持

高規格道路整備と交通網の整理の必要性

生活サービス施設(行政施設、医療施設、商業施
設、保育施設、学校施設、福祉施設)が減少

例えば…大型商店、コンビニエンスストアの撤退
ガソリンスタンドの廃止
医療機関の閉鎖・・・など

=生活サービス水準が低下するおそれ


